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れる。 
 
5.4 市場規模と成果の段階 

グリーン・ライフイノベーションに寄与する研究成果を想定さ

れる雇用規模と形態で分類しした結果を表 10 に示す。グリー

ンイノベーションに寄与する研究成果は、市場規模が小さく、

成果の段階も第 1～2 段階に留まるものが多い。一方、ライフ

イノベーションに寄与する研究成果は、中～大規模市場が想

定され、成果の段階が第 4～5 段階に到達したものも含まれ

る。 
 
表 9  グリーン・ライフイノベーションに該当する研究成果と想定雇用

規模及び機能 
(a) グリーンイノベーション 

誘発効果
なし

小
(事業化・
ﾍﾞﾝﾁｬｰ)

中(特定・
国・地域)

大(世界)

部品・モジュール 22 35 17 1

新素材・新材料 30 46 15 0
測定・評価手法 34 10 2 0

システム・サービス 22 29 7 1
その他 12 6 3 1

雇用規模

形
態

 
(b) ライフイノベーション 

誘発効果
なし

小
(事業化・
ﾍﾞﾝﾁｬｰ)

中(特定・
国・地域)

大(世界)

部品・モジュール 8 23 4 1
新素材・新材料 30 48 11 1
測定・評価手法 54 46 7 2
システム・サービス 41 31 7 1
その他 67 55 7 2

形
態

雇用規模

 
 
表 10  グリーン・ライフイノベーションに寄与する研究成果の想定市

場規模及び段階別分類 
(a) グリーンイノベーション 

市場性
なし

小(特殊・
ニッチ)

中(特定・
国・地域)

大(世界)

1 48 52 19 9
2 30 72 26 10

3 6 20 7 4
4 4 4 4 1
5 2 6 3 1
6 2 1 0 1

市場規模

段
階

 
(b) ライフイノベーション 

市場性
なし

小(特殊・
ニッチ)

中(特定・
国・地域)

大(世界)

1 92 55 29 22
2 67 67 39 18
3 9 23 12 4

4 21 19 17 7

5 4 15 12 2

6 2 3 1 1

段
階

市場規模

 
 
6. まとめ 

  本稿では、第 2 期科学技術基本計画(2001～2005 年)、及
び、第 3 期科学技術基本計画(2006～2011 年)の実施期間

中に、大学・公的研究機関が達成した研究成果を、第 4 期科

学技術基本計画を軸に、市場性や雇用効果の観点から遡及

的に分析した。第 2 期、第 3 期科学技術基本計画では、ライ

フサイエンス、情報通信、環境、ナノテクノロジー・材料の 4 分

野に加えて、エネルギー、製造技術、社会基盤、フロンティア

の 4 分野を戦略的重点分野として推進してきた。しかし、大

学・公的研究機関から出された過去の研究成果をみると、

個々の研究については学術的な成果は得られたものの、ライ

フサイエンス分野を除くと、要素技術に偏る傾向があり、戦略

的重点分野の推進により社会的課題への対応が十分に進め

られていたとは言い難い。第 4 期科学技術基本計画に沿って、

市場性と雇用効果からみた研究推進上の問題点と改善すべ

き点を以下に示す。 
 
市場性からみた問題点 

 全体として、大規模市場の創出が期待される研究成果は

少なく、小規模市場しか見込めない研究成果が多かっ

た。 
 グリーンイノベーションに寄与する研究成果をみると、省エ

ネルギーや環境負荷低減に貢献する素材や部品などの

要素技術が多く、個々の研究成果だけでは、大きな経済

効果が見込めない。 
 大学・公的研究機関の代表的な研究成果であるにもかか

わらず、成果が初期段階に留まるものが多かった。 
 
市場性からみた改善すべき点 

 市場への波及効果を拡大するシステム・サービスの観点

が不足している。 
 グリーンイノベーションに寄与する研究は素材や部品など

の要素技術に偏る傾向がみられ、社会への影響が大きい

エネルギーインフラに関する研究が相対的に不足してい

る。 
 成果が初期段階に留まる研究を進展させ、早期に成果物

に市場投入するための方策が欠けている。 
 
雇用効果からみた問題点 

 大きな雇用効果が期待される研究成果が極めて少なく、

雇用誘発効果が認められない、あるいは雇用効果があっ

ても小規模なものが多かった。 

 市場が形成されても市場規模に比例した雇用創出は期待

できない。 

 製造業を中心とした 2 次産業に関する研究成果が半数近

くを占め、3次産業が約 70%を占める国内の産業別就労人

口との乖離が大きい。 
 

雇用効果からみた改善すべき点 

 公的な研究開発投資を進める上で、雇用効果の観点から

も研究成果を検討し評価する必要がある。 

 旧来の製造業を中心とした産業構造に対応しているため、

将来の産業構造、及び、産業別就労人口を想定する必要

がある。 

 科学技術の進歩は生産性の向上に寄与する場合が多く、

既存産業についてはむしろ雇用を抑制する効果を示す。

雇用を含めて経済波及効果が得られる研究の数量を増や

すことを考えている必要がある。 
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